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○一関市商工業振興計画策定委員会設置要綱 

平成24年５月23日 

告示第129号 

一関市商工業振興計画策定委員会設置要綱を次のように定め、平成24年６月１日から

施行する。 

（設置） 

第１ 一関市商工業振興計画（以下「計画」という。）の策定に関し、広く情報を共有

し、意見交換等を行う組織として、一関市商工業振興計画策定委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２ 委員会は、計画の策定に関する事項について、意見又は提言を述べるものとする。 

（組織） 

第３ 委員会は、委員16人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 商工業に従事する者 

(2) 知識経験を有する者 

(3) 関係機関等の職員 

(4) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４ 委員の任期は、１年以内とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５ 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選とする。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６ 委員会は、委員長が招集する。 

（意見の聴取） 

第７ 委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

（ワーキンググループ） 

第８ 委員会に、所掌事項の検討及び協議を行うための組織として、一関市商工業振興

計画策定委員会ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）を置く。 

２ ワーキンググループは、メンバー15人以内をもって組織する。 

３ ワーキンググループにリーダー及びサブリーダー各１人を置き、メンバーの互選に

より選任する。 

４ メンバーは、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 商工業に従事する者 

(2) 知識経験を有する者 

(3) 関係機関等の職員 

(4) 市の職員 



(5) その他市長が必要と認める者 

５ リーダーは、会務を総理し、会議の議長となる。 

６ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーに事故があるとき、又はリーダーが

欠けたときは、その職務を代理する。 

７ ワーキンググループは、必要に応じてリーダーが招集する。 

（庶務） 

第９ 委員会及びワーキンググループの庶務は、商工観光部産業企画課において処理す

る。 

（補則） 

第10 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

改正文（平成28年３月31日告示第56号抄）  平成28年４月１日から施行する。 

改正文（平成31年３月29日告示第111号抄） 平成31年４月１日から施行する。 

改正文（令和６年３月29日告示第127号抄） 令和６年４月１日から施行する。 

改正文（令和８年４月１日告示第135号抄） 令和８年４月１日から施行する。 
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一関市商工業振興計画策定の進め方 

１ 策定の背景・目的 

これまで一関市工業振興計画を策定し、市の工業振興に向けた行政の役割を目指す方向を明

らかにするとともに、社会動向に即応した施策・事業の展開を実施してきた。 

今後、市民の雇用の場を創出し、市民所得の向上と持続可能な地域産業の成長のため、工業

分野に加え、商業・サービス業についても着実に振興していく必要がある。 

また、人材不足やＤⅩの活用などの課題は、分野を問わず共通して生じている。 

そのため、商業・サービス業の現状や課題、今後の方向性について整理し、工業分野とあわ

せて産業全体を総合的かつ戦略的に推進するための「一関市商工業振興計画」を策定するもの。 

２ 上位計画との関係・位置づけ 

  本計画は、一関市総合計画基本計画を上位計画とする商工業分野に関する具体的な計画とし、

商工業振興を推進するための基本的な指針とする。 

【イメージ】 

【一関市総合計画前期基本計画（R8～R12）の指標】 

評価指標 
現状値 

（令和６年度）

目標値 
（令和 12 年度）

卸、小売業の市内総生産 412.8 億円（R4） 433.4 億円（R10）

 製造業の市内総生産 937.0 億円（R4） 965.2 億円（R10）

 新製品・新技術開発の件数（累計） 246 件 288 件 

 誘致企業数（累計） 32 社 44 社 

 誘致企業数のうち事務系・ICT 系の誘致企業数（累計） ３社 ６社 

 特定地域づくり事業協同組合の数 ０ １ 

 市の施策による起業者数（累計） ４人 22 人 

 創業３年後の企業の経営継続率 － 100％ 

 事業承継に向けた取組実施割合 100％ 100％ 

 新規高卒者の管内就職率 48.7％ 55.0％ 

一関市総合計画 前期基本計画 

令和８年度～12 年度 

毎年度予算への反映 

企業・団体・行政等による各種事業への取り組み 

一関市総合計画 基本構想 

（令和８年度～令和 17 年度（2026 年～2035 年）） 

『ひとりひとりが輝く 挑戦しつづけるまち いちのせき』 

一関市総合計画  

実 施 計 画 

（３カ年） 

一関市商工業振興計画 

令和９年度～13 年度 

（５カ年） 
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３ 計画期間 

令和９年度から令和 13 年度までの５年間の計画とする。 

年度 

令和

８ 

年度 

９ 

年度 

10 

年度 

11 

年度 

12 

年度 

13 

年度 

14 

年度 

15 

年度 

16 

年度 

17 

年度 

18 

年度 

一関市総合計画  

基本構想 

一関市総合計画  

前期基本計画  

一関市総合計画  

後期基本計画  

一関市総合計画 

実施計画 

一関市商工業振興

計画 

４ 策定の方法  

一関市商工業振興計画策定委員会設置要綱（別紙）に基づき、策定委員会及びワーキンググ

ループで策定する。 

 策定委員会：計画の策定に関する事項について、意見又は提言を述べる。 

  【主な役割】市民や事業者の視点を踏まえた計画内容の確認、各分野の専門

的知見を生かした助言、計画案全体の妥当性や実効性の審議など 

 ワーキンググループ：計画の策定に関する事項について、検討及び協議を行う。 

【主な役割】各施策の具体的な取組内容の検討、成果指標や進行管理手法

の検討、策定委員会へ提出する資料や原案の作成など 

５ 策定スケジュール 

令和９年１月の策定を目指す。 

毎年度３カ年度分をローリング 
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６ 市内事業所アンケート 

  実施時期：令和８年５月中旬～５月 29 日（金） 

７ 計画の構成骨子 

（参考：現計画）               （案）

第１章 計画策定の趣旨 第１章 計画策定の趣旨 

１ 策定の目的 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の期間 

１ 策定の目的 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の期間 

第２章 一関市の工業を取り巻く現状と課題 第２章 一関市の商工業を取り巻く現状と課題 

１ 工業を取り巻く近年の社会経済の動向 

２ 一関市の産業の現状 

３ 一関市の工業の課題 

１ 一関市の産業の現状 

２ 一関市の商工業の課題 

第３章 基本理念・基本方針 第３章 計画の実現に向けて 

１ 基本理念 

２ 基本方針 

３ 計画の指標 

１ 一関市商工業の将来像 

２ 施策体系 

施策１：商業の振興 

施策２：工業の振興 

施策３：多様な働く場づくり 

施策４：起業と事業承継によるしごとづくり 

施策５：働くことにつながる環境づくり 

施策６：働き続けられる環境づくり 

３ 具体的な取組内容 

 施策１の取組内容 

 施策２の取組内容 

     ・ 

     ・ 

     ・ 

４ 計画の推進体制 

 推進体制について 

 進行管理について 

 成果指標について 

第４章 工業振興戦略 

１ デジタル人材の確保 

２ イノベーション人材の育成 

３ 地域内発型産業の振興 

４ 産学官金連携による地方創生の推進 

５ 地域企業の技術力・経営力の強化 

６ 企業・事業誘致の推進 

７ 戦略の指標 

第５章 推進事業 

１ デジタル人材の確保 

２ イノベーション人材の育成 

３ 地域内発型産業の振興 

４ 産学官金連携による地方創生の推進 

５ 地域企業の技術力・経営力の強化 

６ 企業・事業誘致の推進 

第６章 計画の実現に向けて 

１ 地域企業、支援機関等及び行政の役割 

２ 計画推進体系 

資料編 資料編 

一関市工業振興計画（平成 29 年度～令和３年 

度）の指標の実績 

一関市工業振興計画企業アンケート調査結果 

計画策定の経過 

一関市工業振興計画策定委員会委員名簿 

一関市工業振興計画策定委員会ワーキング 

グループメンバー名簿 

一関市工業振興計画策定委員会設置要綱 

一関市工業振興計画（令和４年度～令和８年 

度）の指標の実績 

一関市商工業振興計画企業アンケート調査結果 

計画策定の経過 

一関市商工業振興計画策定委員会委員名簿 

一関市商工業振興計画策定委員会ワーキング 

グループメンバー名簿 

一関市商工業振興計画策定委員会設置要綱 
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第４次一関市工業振興計画の総括について

1 はじめに 

この報告は、令和８年度までに推進してきた一関市工業振興計画（令和４年度～令和８年度）の

施策について、その背景、戦略、成果、課題、そして次期計画への引継ぎについて総括するもので

ある。 

一関市は岩手県最南端で、宮城県北と隣接する位置にあり、市内産業の就業構造は、製造業を主

体とし、農業やサービス業などにも就業し、まち全体でバランスの取れた就業構造となっている。 

人口減少や労働力不足、産業構造の転換など、地方都市が共通して抱える課題に直面する中で、

基本理念を「人と地域をみがき 創造性豊かな ものづくりを目指します」とし、３つの基本方針

である「人財確保による企業力の向上」「地域連携による企業力の向上」「産業基盤の確立による

企業力の向上」と６つの戦略である「デジタル人財の確保」「イノベーション人財の育成」「地域

内発型産業の振興」「産学官金連携による地方創生の推進」「地域企業の技術力・経営力の強化」

「企業・事業誘致の推進」を柱として一関市工業振興計画の各施策を推進してきた。 

本総括では、これらの施策がどのように展開され、どのような成果に繋がり、今後取り組むべき

課題が見られたのかを整理し、令和９年度～令和 13 年度を計画期間とする次期商工振興計画の策

定に反映させることを目的とする。 

2 一関市の産業構造と工業振興の背景 

2-1 地域経済の基盤としての製造業 

一関市には多くの製造業が集積しており、金属加工、電子部品、食品加工など多様な業種が立

地している。特に、東北自動車道・東北新幹線・国道 4号などの交通インフラに恵まれ、岩手県

南から宮城県北にかけて自動車産業や半導体産業が集積している拠点の中間地域として位置付け

られる。 

製造品出荷額は県内でも上位に位置し、工業振興は地域雇用における大きな役割を占めている

ことから、工業振興計画は市の経済政策の重要なテーマとなっている。 

2-2 課題：人口減少・人材不足・産業構造転換 

一方で、次のような構造的課題が顕在化している。 

・ 若者の市外流出による労働力不足 

・ 女性や若者が働きやすい職場環境整備の遅れ 

・ デジタル化推進の遅れ 

・ 企業誘致のための産業用地の不足 

これらの課題について、「人口減少による人財不足」「情勢の変化への対応」「技術力の向上

や技術開発の促進」「成長分野への参入」として体系的に捉えて各種対策を講じてきた。 

3 工業振興計画の基本方針と工業振興戦略 

3-1 人財確保による企業力の向上 

人口減少が進む中で、企業の最大の課題は「人財確保」であった。 

この課題については、 

・ デジタル人財の確保 

・ イノベーション人財の育成 
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の２つの戦略を立て、「若者等ものづくり人財確保支援」や「産業を支えるものづくり人財育

成支援」などに取り組んだ。 

3-2 地域連携による企業力の向上 

新たな産業の創出と地域の技術力向上を目指して、 

・ 地域内発型産業の振興 

・ 産学官金連携による地方創生の推進 

の２つの戦略を立て、「地域内発型産業の創出支援」や「産学官金連携・地域企業の連携強

化」などに取り組んだ。 

3-3 産業基盤の確立による企業力の向上 

地域企業の持続的成長と就労の場の確保や地域活力の維持発展を図るため、 

・ 地域企業の技術力・経営力の強化 

・ 企業・事業誘致の推進 

の２つの戦略を立て、「生産技術力・品質管理の向上支援」や「企業誘致活動の展開」などに

取り組んだ。 

4 成果の総括 

4-1 戦略の指標と令和７年度までの実績 

指標 指標の説明 計画策定時の現況 目標 現況 備考 

従業者数（人） 
雇用の状況を示

す数値 

10,796 

（令和元年度） 
10,100 10,558 

令和 6 年実績

（経済構造実

態調査） 

新規高卒者の管

内就職率（％） 

若者の地元定着

状況を示す数値 

47.4 

（令和 3年 4月末

現在） 

55.0 41.8 
令和8年2月卒

業 

従業員１人当た

りの粗付加価値

額（万円） 

市内企業の状況

を示す数値 

765 

（令和元年度） 
790 964 

令和 6 年実績

（経済構造実

態調査） 

誘致企業数（社）

就労の場の確保

を示す指標（累

計） 

27 

（令和 3年 3 月末

現在） 

39 32 
令和8年3月末

時点 

新 規 雇 用 者 数

（誘致企業によ

る）（人） 

就労の場の確保

を示す指標（計画

期間内の累計） 

582 

（令和 3年 3月末

現在） 

200 35 
令和7年3月末

時点 

5 課題の整理 

5-1 「従業者数」について 

人口減少が進むことを念頭に計画策定時より少ない目標値としており、令和６年の実績では、

目標を上回っているものの計画策定時より 200 人以上減少している。 
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市内企業の訪問時の聞き取り等により把握している状況としては、最大の課題は従業員の不足

との回答が最も多くなっている。 

5-2 「新規高卒者の管内就職率」について 

目標値を大きく下回り、計画策定時をも下回った。 

新規高卒者の約７割が進学し、就職希望者のうち一関・平泉管内への就職者は５割を切って、

４割弱の状況となっている。 

新規高卒者が就職活動を始める前の段階（小・中学生時代）からに市内で働くことの意識づけ

を啓発する取組などの強化が必要である。 

5-3 「従業者一人当たりの粗付加価値額」について 

令和５年の実績が、目標である 790 万円を上回る 964 万円となっており、市内企業の状況が上

向いていることが示される。しかしながら、県内の他の市町村と比較した場合には、県内で 15 番

目であり、更に目標・実績の向上が求められる。 

また、市民所得についても県内で 14 番目であり、産業全体の底上げが求められる。

5-4 「誘致企業数」について 

目標値である 39社を下回る 32 社との結果となっている。 

多様な働く場の確保を図るためにも誘致企業を増やす必要がある。 

また、産業用地が不足している状況にあることから（仮称）一関インター西産業用地の整備を

計画通りに進める必要がある。 

5-5 「企業誘致による新規雇用者数」について

現時点で目標の 200 人を下回る結果となっている。 

また、誘致企業１社あたりの従業員数の計画を 20 人と見込んでいるが、現計画期間中におけ

る操業した企業１社あたり従業員数は７人であり、操業当初はあまり人数を雇用しない傾向もあ

ることから、誘致企業数を増やす対策が必要である。 

また、立地後に施設や設備を増設する傾向が続いていることから、引き続き支援が必要であ

る。 

6 次期計画への引継ぎ事項 

6-1 人材確保による企業力の向上 

人口減少や少子高齢化による生産年齢人口の減少に対応した若者等の人財確保への支援や今後の

産業界に必要とされるデジタル人財・イノベーション人財の確保・育成への支援を行い、社会の変

化に対応し改善・向上に努める人財による強い企業を目指す取組 

・ 人財の確保・育成 

・ 次代を担う人財の育成 

・ 若者の地元定着 

・ 女性・シニアの活躍促進 

6-2 地域連携による企業力の向上 
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AI・IoT・ロボティクスを活用した高度化を進め、地域全体の生産性向上を図る取組や産学官金

が連携し地域資源を活用した地域内発型産業の振興、デジタル化に対応した取組への支援を行い、

新製品や新技術の開発による強い企業を目指す取組 

・ 地域の特性（一次産業、一関高専、県南技研、実業高校）を生かした産業振興 

・ 一関高専卒業者の人財確保及び在学中の地域企業との連携 

・ 技術力等の向上 

・ 新製品・新技術の開発 

6-3 産業基盤の確立による企業力の向上 

新たな産業用地の整備や既立地企業の増設への支援。地域企業の技術力・経営力の強化への取組

や雇用の場の確保のための企業・事業誘致を目指すとともに、各種支援制度による支援を行い、生

産能力の向上・生産効率の向上による強い企業を目指す取組 

・ ＩＴ企業の誘致 

・ 地理的優位性を生かした誘致活動 

・ 企業の問題解決、社会実装の橋渡し 

・ ＩＴ、インキュベーション活動支援 

・ 将来性を見通した企業・事業誘致の推進 

・ 地域企業の持続的発展と事業拡大への支援 



一関市商工業振興計画企業アンケート調査結果（R8.5.26時点）

　■調査対象　一関市内事業者814事業所
　　　　　　（製造業269事業所、商業・サービス業 545事業所）

　■調査時期　令和８年５月　　■回収状況　179業所　　　■回収率　22.1％　

製造業の内訳





1市場・需要の変化、2顧客構造の変化、3商品・サービスの競争力、4人材・組織体制の影響、
5設備・生産体制の影響、6販売方法・販路の変化、7経営方針・戦略の影響、8外部環境の影響



1売上・受注の減少、2他社との品質・価格競争、3原材料・エネルギー価格の上昇、4人材確保、5人材育成、6人件費の上昇、7後継者の確保、8生産性向上
（設備投資含む）、9資金調達、10販路開拓、11DXの推進、12技術開発、13価格転嫁の難しさ、14災害・感染症等への備え、15課題は特にない

1さらなる異業種間（農林業除く）の連携や交流、2農林畜産業との連携や交流、3さらなる同業種間の連携や交流、
4他地域の商工業関係団体との連携や交流、5一関市全域の企業が参加する連携ネットワーク、6特定の企業間の連携強化、
7工業関係団体の再編・統合、8必要だと思う取組はない



製品や商品の共同開発

販路開拓（共同商談会も含む）

BPO関係（ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ）

電気・電子・機械関係



1業務のデジタル化・効率化、2データ活用の推進、3ITシステムの刷新・クラウド化、4顧客接点のデジタル化、5新規デジタルサービスの開発

データ活用による意思決定の高度化

働き方改革・人材不足への対応

セキュリティ強化・リスク対策

経営層・社内の理解不足

システム・技術面の課題

業務プロセス・組織面の課題





1時間的な問題から人材育成に取り組む余裕がない、2費用的な問題から人材育成に取り組む余裕がない
3近くで実施されている適当な講習会がない、4市内でどのような講習会をしているのか分からない



1雇用を増やしたい（フルタイム）、2雇用を増やしたい（パート・アルバイト）、3年代は問わず増やしたい
4若年層が不足する場合は高齢者でもよい、5現状維持、6雇用を減らしたい



既存顧客との取引拡大

地域資源を活用した商品開発

1新商品・新サービス開発、2研究開発・技術高度化、3デザイン・ブランディング、4デジタルマーケティング、5商店街・中心市街地での集客強化、
6インバウンド対応、7地場産品活用、8企業間連携、9特にない



事業承継に関する税制の理解

相談先・支援機関の確保



市場規模・商圏の魅力

交通アクセスの不便さ

市場規模・商圏の小ささ

生活環境・インフラの課題

1資金繰り・金融支援、2人材確保・人材育成支援、3販路開拓・マーケティング支援、4DX・デジタル化支援、5創業・事業承継支援、
6設備投資・生産性向上支援、7地域産業の活性化支援、8経営相談・専門家派遣  



キャッシュレス・DX対応

技術・ものづくり集積

地場産品のブランド化

公共調達での地元企業活用



観光・地域連携支援


